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[bookmark: JUMP_SEQ_3][bookmark: MOKUJI_4]定例埼玉県議会の議決になつた、知事、副知事、出納長及び副出納長の諸給与支給条例を改正する条例は次のとおりである。
[bookmark: JUMP_SEQ_4]知事、副知事、出納長及び副出納長の諸給与支給条例を次のように改正する。
[bookmark: JUMP_SEQ_5][bookmark: MOKUJI_5]特別職の職員の給与及び旅費に関する条例
[bookmark: JUMP_SEQ_6][bookmark: MOKUJI_6]題名改正〔昭和二六年条例三九号・三一年二九号・四六年三八号・平成三年三五号〕
[bookmark: JUMP_SEQ_7][bookmark: MOKUJI_7][bookmark: JUMP_SEQ_8][bookmark: MOKUJI_8][bookmark: JUMP_JYO_1_0_0][bookmark: JUMP_KOU_1_0]第一条　知事、副知事、公営企業管理者、下水道事業管理者、常勤の監査委員及び特別職の秘書（第三条及び第七条において「特別職の職員」という。）の給料は、次のとおりとする。
[bookmark: JUMP_SEQ_9][bookmark: JUMP_GOU_1_0_0]一　知事　月額　百四十二万円
[bookmark: JUMP_SEQ_10][bookmark: JUMP_GOU_2_0_0]二　副知事　月額　百十三万四千円
[bookmark: JUMP_SEQ_11][bookmark: JUMP_GOU_3_0_0]三　公営企業管理者　月額　九十三万七千円
[bookmark: JUMP_SEQ_12][bookmark: JUMP_GOU_4_0_0]四　下水道事業管理者　月額　九十三万七千円
[bookmark: JUMP_SEQ_13][bookmark: JUMP_GOU_5_0_0]五　常勤の監査委員　月額　八十四万八千円
[bookmark: JUMP_GOU_6_0_0][bookmark: JUMP_SEQ_14]六　特別職の秘書　月額　六十五万九千円
[bookmark: JUMP_SEQ_15][bookmark: MOKUJI_9][bookmark: JUMP_KOU_2_0]２　給料の支給は、一般職の職員の例による。
[bookmark: JUMP_SEQ_16]全部改正〔昭和二六年条例七号〕、一部改正〔昭和二六年条例三九号・二七年一二号・二八年四号・二九年七号・三一年二九号・三二年三〇号・三六年一号・三七年四号・三九年二号・四二年五〇号・四五年七号・四六年三八号・四七年二九号・五三号・四八年六八号・四九年七六号・五一年五二号・五三年二号・五四年五六号・五五年五八号・五七年一号・六〇年五号・六二年四九号・平成二年三号・三年三五号・四年七号・五年三六号・八年四一号・一三年八七号・一八年一号・六二号・二一年七〇号・三〇年四二号・令和二年五一号〕
[bookmark: JUMP_SEQ_17][bookmark: MOKUJI_10][bookmark: JUMP_JYO_2_0_0]第二条　知事、副知事、公営企業管理者、下水道事業管理者及び常勤の監査委員（第四条において「知事等」という。）の旅費は、別表第一及び別表第二に定めるものを除くほか、一般職の職員に支給する額に相当する額を支給する。
[bookmark: JUMP_SEQ_18][bookmark: MOKUJI_11]２　特別職の秘書の旅費は、一般職の職員に支給する額に相当する額を支給する。
[bookmark: JUMP_SEQ_19][bookmark: MOKUJI_12][bookmark: JUMP_KOU_3_0]３　前二項に定める旅費の支給は、一般職の職員の例による。
[bookmark: JUMP_SEQ_20]全部改正〔平成九年条例七四号〕、一部改正〔平成一三年条例八七号・一八年六二号・二一年七〇号・令和二年五一号〕
[bookmark: JUMP_SEQ_21][bookmark: MOKUJI_13][bookmark: JUMP_JYO_3_0_0]第三条　特別職の職員に対しては、給料月額及びその給料月額に百分の四十五を乗じて得た額の合計額に百分の百六十二・五を乗じて得た額を期末手当として一般職の職員の例によつて支給する。ただし、在職期間が六箇月未満の場合にあつては、本文に規定する額に、その者の在職期間の次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める割合を乗じて得た額をもつて期末手当の額とする。
[bookmark: JUMP_SEQ_22]一　五箇月以上六箇月未満　百分の八十
[bookmark: JUMP_SEQ_23]二　三箇月以上五箇月未満　百分の六十
[bookmark: JUMP_SEQ_24]三　三箇月未満　百分の三十
[bookmark: JUMP_SEQ_25][bookmark: MOKUJI_14]２　次の各号のいずれかに該当する者には、前項の規定にかかわらず、当該各号の基準日に係る期末手当（第三号に掲げる者にあつては、その支給を一時差し止めた期末手当）は、支給しない。
[bookmark: JUMP_SEQ_26]一　前項においてその例によることとされる一般職の職員の期末手当に係る基準日（以下この号及び次号において「基準日」という。）から当該基準日に在職する特別職の職員に期末手当を支給すべき日（次号において「支給日」という。）の前日までの間に懲戒免職の処分を受けた者
[bookmark: JUMP_SEQ_27]二　基準日前一箇月以内又は基準日から支給日の前日までの間に離職した者（前号に掲げる者を除く。）で、その離職した日から当該支給日の前日までの間に禁錮 (こ)以上の刑に処せられたもの
[bookmark: JUMP_SEQ_28]三　前項においてその例によることとされる一般職の職員の期末手当に係る支給の一時差止処分を受けた者（当該一時差止処分を取り消された者を除く。）で、その者の在職期間中の行為に係る刑事事件に関し禁錮 (こ)以上の刑に処せられたもの
[bookmark: JUMP_SEQ_29][bookmark: MOKUJI_15]３　特別職の職員に対しては、第一項に規定する期末手当のほか、通勤手当（特別職の秘書にあつては、地域手当、住居手当及び通勤手当）を一般職の職員の例により支給する。
[bookmark: JUMP_SEQ_30]追加〔昭和三一年条例二九号〕、一部改正〔昭和三二年条例一二号・四四号・三三年五〇号・三四年二〇号・三五年三三号・三六年一号・四六号・三八年二一号・三九年二号・四〇年五号・四一年一号・四二年五〇号・四五年三号・四六年一号・三八号・七〇号・四七年五三号・四九年七六号・五一年六四号・五三年六一号・平成元年七二号・二年五八号・三年三五号・五四号・四年七号・五年五〇号・六年五七号・九年六九号・七二号・一〇年五五号・一一年五七号・一二年七三号・一三年七〇号・一四年六九号・一五年九一号・一八年一号・二一年五三号・二二年四一号・二六年五七号・二八年九号・五六号・二九年三五号・三〇年四三号・令和元年二〇号・二年四六号・三年四七号〕
[bookmark: JUMP_SEQ_31][bookmark: MOKUJI_16][bookmark: JUMP_JYO_4_0_0]第四条　知事等が退職した場合には、その者（死亡による退職の場合には、その遺族）に退職手当を支給する。
[bookmark: JUMP_SEQ_32][bookmark: MOKUJI_17]２　前項の退職手当の額は、退職の日におけるその者の給料月額に十二を乗じて得た額に、知事等としての在職年数（一年未満の端月数（一月未満の端日数がある場合には、これを一月とする。）がある場合には、その端月数を十二で除して得た数（小数点第四位以下を切り捨て、第三位を四捨五入する。）と一年未満の端月数を除く在職年数を合計したもの）を乗じて得た額に、次の各号に掲げる割合を乗じて得た額とする。
[bookmark: JUMP_SEQ_33]一　知事　百分の六十
[bookmark: JUMP_SEQ_34]二　副知事　百分の四十六
[bookmark: JUMP_SEQ_35]三　公営企業管理者　百分の三十四
[bookmark: JUMP_SEQ_36]四　下水道事業管理者　百分の三十四
[bookmark: JUMP_SEQ_37]五　常勤の監査委員　百分の二十
[bookmark: JUMP_SEQ_38][bookmark: MOKUJI_18]３　知事は、知事等が公務上の傷病又は死亡その他これらに準ずる事由により退職した場合において、必要と認めるときは、前項の規定により算出した退職手当の額に、議会の承認を得て定める額を加算することができる。
[bookmark: JUMP_SEQ_39][bookmark: MOKUJI_19][bookmark: JUMP_KOU_4_0]４　知事等の退職手当の支給は、知事等の任期ごとに行う。
[bookmark: JUMP_SEQ_40][bookmark: MOKUJI_20][bookmark: JUMP_KOU_5_0]５　知事等が退職した場合において、当該退職をした者が次の各号のいずれかに該当するときは、知事は、当該退職をした者（当該退職をした者が死亡したときは、当該退職に係る退職手当の額の支払を受ける権利を承継した者）に対し、当該退職手当の全部又は一部を支給しないこととする処分を行うことができる。
[bookmark: JUMP_SEQ_41]一　懲戒免職の処分その他の知事等（知事を除く。）としての身分を当該者の非違を理由として失わせる処分を受けた者
[bookmark: JUMP_SEQ_42]二　禁錮 (こ)以上の刑に処せられた者
[bookmark: JUMP_KOU_6_0][bookmark: JUMP_SEQ_43][bookmark: MOKUJI_21]６　職員の退職手当に関する条例（昭和三十八年埼玉県条例第十八号）第十七条から第二十一条までの規定は、知事等の退職手当の支給について準用する。
[bookmark: JUMP_SEQ_44]全部改正〔昭和四八年条例三七号〕、一部改正〔昭和四九年条例四四号・平成三年三五号・五年三六号・九年七四号・一三年八七号・一六年三八号・五三号・一八年六二号・二一年三八号・七〇号・三〇年四三号・令和二年五一号〕
[bookmark: JUMP_SEQ_45][bookmark: MOKUJI_22][bookmark: JUMP_JYO_5_0_0]第五条　次の各号に掲げる者が引き続いて副知事、公営企業管理者又は下水道事業管理者（以下この条において「副知事等」という。）になつた場合には、当該各号に定める在職期間は、その者の副知事等としての在職期間に通算する。
[bookmark: JUMP_SEQ_46]一　国家公務員退職手当法（昭和二十八年法律第百八十二号）第二条第一項に規定する国家公務員（以下「国家公務員」という。）　その者の同法の規定による引き続いた在職期間
[bookmark: JUMP_SEQ_47]二　国家公務員から引き続いて一般職の職員になつた者（第三項第三号において「通算職員」という。）　その者の職員の退職手当に関する条例の規定による引き続いた在職期間
[bookmark: JUMP_SEQ_48][bookmark: MOKUJI_23]２　前項の規定の適用を受けた者が退職し、引き続いて副知事等になつたときは、前条第一項の規定にかかわらず、当該退職に伴う退職手当は支給しない。この場合において、先の副知事等としての在職期間は、後の副知事等としての在職期間に通算する。
[bookmark: JUMP_SEQ_49][bookmark: MOKUJI_24]３　前二項の規定の適用を受けた者が退職した場合の退職手当の額は、前条第二項の規定にかかわらず、次に掲げる額の合計額とする。
[bookmark: JUMP_SEQ_50]一　その者の最終の退職に係る副知事等（以下この項において「最終の職」という。）としての在職期間について、前条第二項の規定により算定して得た額
[bookmark: JUMP_SEQ_51]二　その者の前号の在職期間以外の副知事等としてのそれぞれの在職期間について、その者が最終の職を退職した日における当該副知事等の給料月額を基礎として、それぞれ前条第二項の規定を準用して算定して得た額の合計額
[bookmark: JUMP_SEQ_52]三　その者の副知事等としての在職期間に通算された第一項第一号又は第二号の在職期間について、その者が国家公務員又は通算職員としての退職の日に受けていた職務の級の号俸又は号給（職務の級の最高の号俸又は号給を超える俸給月額又は給料月額を受けていた者にあつては、当該俸給月額又は給料月額。以下この号において同じ。）に相当する最終の職を退職した日における職務の級の号俸又は号給の額を基礎として、一般職の職員の例により算定して得た額
[bookmark: JUMP_SEQ_53][bookmark: MOKUJI_25]４　第一項又は第二項の規定の適用を受けた者が退職し、引き続いて国家公務員になつたときは、前条第一項の規定にかかわらず、当該退職に伴う退職手当は支給しない。
[bookmark: JUMP_SEQ_54]追加〔平成五年条例三六号〕、一部改正〔平成一三年条例八七号・一八年六二号・二一年三八号・七〇号・令和二年五一号〕
[bookmark: JUMP_SEQ_55][bookmark: MOKUJI_26][bookmark: JUMP_JYO_6_0_0]第六条　特別職の秘書が退職した場合には、一般職の職員の例により退職手当を支給する。ただし、引き続いて国家公務員又は一般職の職員になつたときは、当該退職に伴う退職手当は支給しない。
[bookmark: JUMP_SEQ_56]追加〔平成五年条例三六号〕
[bookmark: JUMP_SEQ_57][bookmark: MOKUJI_27][bookmark: JUMP_JYO_7_0_0]第七条　この条例に定めるもののほか、特別職の職員の退職手当の支給については、一般職の職員の例による。ただし、職員の退職手当に関する条例第十四条第二号中「機関を」とあるのは、「機関（当該機関がない場合にあつては、知事が定める機関）を」とする。
[bookmark: JUMP_SEQ_58]追加〔平成五年条例三六号〕、一部改正〔平成二一年条例三八号〕
[bookmark: JUMP_SEQ_59][bookmark: MOKUJI_28]附　則
[bookmark: JUMP_SEQ_60][bookmark: MOKUJI_29]１　この条例は、昭和二十四年一月一日から、これを適用する。但し、第二条の改正については、公布の日から施行する。
[bookmark: JUMP_SEQ_61]一部改正〔昭和四九年条例四四号・平成九年七四号・二一年三二号〕
[bookmark: JUMP_SEQ_62][bookmark: MOKUJI_30]２　平成二十一年六月に支給する期末手当に関する第三条第一項の規定の適用については、同項中「百分の百六十」とあるのは、「百分の百四十五」とする。
[bookmark: JUMP_SEQ_63]追加〔平成二一年条例三二号〕
[bookmark: JUMP_SEQ_64][bookmark: MOKUJI_31]別表第一　内国旅行の旅費（第二条関係）
[bookmark: JUMP_SEQ_65]一　日当、宿泊料及び食卓料
	[bookmark: JUMP_SEQ_66]
	
	

	日当（一日につき）
	宿泊料（一夜につき）
	食卓料（一夜につき）

	三、三〇〇円
	一六、五〇〇円
	三、三〇〇円



[bookmark: JUMP_SEQ_67]二　移転料
	[bookmark: JUMP_SEQ_68]
	
	
	
	
	
	
	

	路程五十キロメートル未満
	路程五十キロメートル以上百キロメートル未満
	路程百キロメートル以上三百キロメートル未満
	路程三百キロメートル以上五百キロメートル未満
	路程五百キロメートル以上千キロメートル未満
	路程千キロメートル以上千五百キロメートル未満
	路程千五百キロメートル以上二千キロメートル未満
	路程二千キロメートル以上

	一五三、〇〇〇円
	一七七、〇〇〇円
	二一八、〇〇〇円
	二六九、〇〇〇円
	三五六、〇〇〇円
	三七五、〇〇〇円
	四〇一、〇〇〇円
	四六五、〇〇〇円



[bookmark: JUMP_SEQ_69]全部改正〔平成九年条例七四号〕
[bookmark: JUMP_SEQ_70][bookmark: MOKUJI_32]別表第二　外国旅行の旅費（第二条関係）
[bookmark: JUMP_SEQ_71]日当、宿泊料、食卓料及び死亡手当
	[bookmark: JUMP_SEQ_72]
	
	
	
	
	
	

	区分
	日当（一日につき）
	宿泊料（一夜につき）
	食卓料
（一夜につき）
	死亡手当

	
	指定都市
	その他
	指定都市
	その他
	
	

	知事
	一〇、五〇〇円
	八、七〇〇円
	三二、二〇〇円
	二六、八〇〇円
	八、六〇〇円
	八八〇、〇〇〇円

	副知事、公営企業管理者、下水道事業管理者及び常勤の監査委員
	九、四〇〇円
	七、九〇〇円
	二九、〇〇〇円
	二四、二〇〇円
	八、〇〇〇円
	八〇〇、〇〇〇円



[bookmark: JUMP_SEQ_73]備考
[bookmark: JUMP_SEQ_74]一　指定都市とは、国家公務員等の旅費支給規程（昭和二十五年大蔵省令第四十五号）において定められている都市の地域をいい、その他とは、指定都市の地域以外の地域（本邦を除く。）をいう。
[bookmark: JUMP_SEQ_75]二　船舶又は航空機による旅行（外国を出発した日及び外国に到着した日の旅行を除く。）の場合における日当の額は、知事にあつては六千三百円、副知事、公営企業管理者、下水道事業管理者及び常勤の監査委員にあつては五千七百円とする。
[bookmark: JUMP_SEQ_76]全部改正〔平成九年条例七四号〕、一部改正〔平成一三年条例八七号・一八年六二号・二一年七〇号・令和二年五一号〕
[bookmark: JUMP_SEQ_77][bookmark: MOKUJI_33][bookmark: JUMP_SEQ_78][bookmark: MOKUJI_34][bookmark: JUMP_FUSOKU_CODE_32590101004000000000]附　則（昭和二十五年九月十二日条例第四十号）
[bookmark: JUMP_SEQ_79]この条例は昭和二十五年八月一日から適用する。
[bookmark: JUMP_SEQ_80][bookmark: MOKUJI_35][bookmark: JUMP_FUSOKU_CODE_32690101000700000000]附　則（昭和二十六年三月三十日条例第七号）
[bookmark: JUMP_SEQ_81]この条例は、昭和二十六年一月一日から適用する。
[bookmark: JUMP_SEQ_82][bookmark: MOKUJI_36][bookmark: JUMP_FUSOKU_CODE_32690101003900000000]附　則（昭和二十六年六月二十六日条例第三十九号）
[bookmark: JUMP_SEQ_83]この条例は、公布の日から施行する。
[bookmark: JUMP_SEQ_84][bookmark: MOKUJI_37][bookmark: JUMP_FUSOKU_CODE_32790101001200000000]附　則（昭和二十七年四月一日条例第十二号）
[bookmark: JUMP_SEQ_85][bookmark: MOKUJI_38]１　この条例は、公布の日から施行し、第一条の改正規定については昭和二十六年十月一日から適用する。
[bookmark: JUMP_SEQ_86][bookmark: MOKUJI_39]２　昭和二十六年十月一日以降この条例施行の際までに受けていた給与は、この条例の規定による給与の内払とみなす。
[bookmark: JUMP_SEQ_87][bookmark: MOKUJI_40][bookmark: JUMP_FUSOKU_CODE_32890101000400000000]附　則（昭和二十八年三月二十日条例第四号）
[bookmark: JUMP_SEQ_88][bookmark: MOKUJI_41]１　この条例は、公布の日から施行し、昭和二十七年十一月一日から適用する。但し、第三条の規定は、昭和二十八年四月一日から施行する。
[bookmark: JUMP_SEQ_89][bookmark: MOKUJI_42]２　昭和二十七年十一月一日以後この条例施行の際までに受けていた給料は、この条例の規定による給与の内払とみなす。
[bookmark: JUMP_SEQ_90][bookmark: MOKUJI_43][bookmark: JUMP_FUSOKU_CODE_32990101000700000000]附　則（昭和二十九年四月一日条例第七号）
[bookmark: JUMP_SEQ_91]この条例は、昭和二十九年四月一日から施行する。
[bookmark: JUMP_SEQ_92][bookmark: MOKUJI_44][bookmark: JUMP_FUSOKU_CODE_33190101002900000000]附　則（昭和三十一年十月一日条例第二十九号）
[bookmark: JUMP_SEQ_93][bookmark: MOKUJI_45]１　この条例は、公布の日から施行する。ただし、第三条中第二条の改正規定は、昭和三十一年九月一日から適用する。
[bookmark: JUMP_SEQ_94][bookmark: MOKUJI_46]２　特別の職にある者に対する期末手当の支給に関する条例（昭和二十五年埼玉県条例第六十六号）は、廃止する。
[bookmark: JUMP_SEQ_95][bookmark: MOKUJI_47][bookmark: JUMP_FUSOKU_CODE_33290101001200000000]附　則（昭和三十二年四月一日条例第十二号抄）
[bookmark: JUMP_SEQ_96][bookmark: MOKUJI_48]１　この条例は、公布の日から施行する。
[bookmark: JUMP_SEQ_97][bookmark: MOKUJI_49][bookmark: JUMP_FUSOKU_CODE_33290101003000000000]附　則（昭和三十二年八月一日条例第三十号抄）
	[bookmark: JUMP_SEQ_98]
	
	

	改正
	昭和三六年　一月一七日条例第二号
	昭和三六年　九月二九日条例第三二号

	  
	昭和三八年　三月二三日条例第一七号
	昭和四〇年　三月二二日条例第二号

	  
	昭和四三年　一月　一日条例第一号
	昭和四六年　一月　一日条例第二号



[bookmark: JUMP_SEQ_99][bookmark: MOKUJI_50]（施行期日）
[bookmark: JUMP_SEQ_100]１　この条例は、公布の日から施行し、昭和三十二年四月一日から適用する。
[bookmark: JUMP_SEQ_101][bookmark: MOKUJI_51][bookmark: JUMP_KOU_25_0]（職員の旅費に関する条例等の一部改正に伴う経過措置）
[bookmark: JUMP_SEQ_102]25　(前略）旅費及び費用弁償に関する改正規定については、この条例施行の日（中略）以後に出発する旅行から適用し、同日前に出発した旅行については、なお、従前の例による。
[bookmark: JUMP_SEQ_103]一部改正〔昭和三六年条例二号・三二号・三八年一七号・四〇年二号・四三年一号・四六年二号〕
[bookmark: JUMP_SEQ_104][bookmark: MOKUJI_52][bookmark: JUMP_FUSOKU_CODE_33290101004400000000]附　則（昭和三十二年十二月二十日条例第四十四号）
[bookmark: JUMP_SEQ_105]この条例は、公布の日から施行し、第二条中第四条第二項に関する改正規定は、昭和三十二年十二月七日から適用する。
[bookmark: JUMP_SEQ_106][bookmark: MOKUJI_53][bookmark: JUMP_FUSOKU_CODE_33390101005000000000]附　則（昭和三十三年十一月十六日条例第五十号）
[bookmark: JUMP_SEQ_107]この条例は、公布の日から施行（中略）する。
[bookmark: JUMP_SEQ_108][bookmark: MOKUJI_54][bookmark: JUMP_FUSOKU_CODE_33490101002000000000]附　則（昭和三十四年六月十六日条例第二十号）
[bookmark: JUMP_SEQ_109]この条例は、公布の日から施行し、昭和三十四年六月十五日から適用する。
[bookmark: JUMP_SEQ_110][bookmark: MOKUJI_55][bookmark: JUMP_FUSOKU_CODE_33590101003300000000]附　則（昭和三十五年六月十四日条例第三十三号）
[bookmark: JUMP_SEQ_111]この条例は、公布の日から施行する。
[bookmark: JUMP_SEQ_112][bookmark: MOKUJI_56][bookmark: JUMP_FUSOKU_CODE_33690101000100000000]附　則（昭和三十六年一月十七日条例第一号）
[bookmark: JUMP_SEQ_113][bookmark: MOKUJI_57]（施行期日）
[bookmark: JUMP_SEQ_114]１　この条例は、公布の日から施行し、昭和三十五年十月一日から適用する。
[bookmark: JUMP_SEQ_115][bookmark: MOKUJI_58]（給与の内払）
[bookmark: JUMP_SEQ_116]２　（前略）改正前の知事、副知事、出納長及び特別職の秘書の諸給与条例（中略）の規定に基づいて昭和三十五年十月一日からこの条例の施行の日の前日までの間に埼玉県議会議員等に支払われた給与は、（中略）改正後の知事、副知事、出納長及び特別職の秘書の諸給与条例（中略）の規定による給与の内払とみなす。
[bookmark: JUMP_SEQ_117][bookmark: MOKUJI_59][bookmark: JUMP_FUSOKU_CODE_33690101004600000000]附　則（昭和三十六年十二月十九日条例第四十六号）
[bookmark: JUMP_SEQ_118]この条例は、公布の日から施行する。
[bookmark: JUMP_SEQ_119][bookmark: MOKUJI_60][bookmark: JUMP_FUSOKU_CODE_33790101000400000000]附　則（昭和三十七年三月二十九日条例第四号）
[bookmark: JUMP_SEQ_120]この条例は、昭和三十七年四月一日から施行する。
[bookmark: JUMP_SEQ_121][bookmark: MOKUJI_61][bookmark: JUMP_FUSOKU_CODE_33790101002000000000]附　則（昭和三十七年六月六日条例第二十号）
[bookmark: JUMP_SEQ_122][bookmark: MOKUJI_62]１　この条例は、昭和三十七年六月十五日から施行する。
[bookmark: JUMP_SEQ_123][bookmark: MOKUJI_63]２　（前略）改正後の知事、副知事、出納長及び特別職の秘書の諸給与条例（中略）の規定は、この条例の施行の日以後に出発する旅行から適用し、同日前に出発した旅行については、なお従前の例による。
[bookmark: JUMP_SEQ_124][bookmark: MOKUJI_64][bookmark: JUMP_FUSOKU_CODE_33890101001800000000]附　則（昭和三十八年三月二十三日条例第十八号抄）
	[bookmark: JUMP_SEQ_125]
	
	

	改正
	昭和四〇年　三月三一日条例第六号
	昭和四三年一〇月二五日条例第四〇号



[bookmark: JUMP_SEQ_126][bookmark: MOKUJI_65]１　この条例は、公布の日から施行し、昭和三十七年十二月一日（以下「適用日」という。）以後の退職による退職手当について適用する。
[bookmark: JUMP_SEQ_127][bookmark: MOKUJI_66][bookmark: JUMP_KOU_29_0]29　適用日の前日に現に在職する知事、副知事、出納長（中略）の退職手当については、なお従前の例による。
[bookmark: JUMP_SEQ_128]一部改正〔昭和四〇年条例六号・四三年四〇号〕
[bookmark: JUMP_SEQ_129][bookmark: MOKUJI_67][bookmark: JUMP_FUSOKU_CODE_33890101002100000000]附　則（昭和三十八年六月十一日条例第二十一号）
[bookmark: JUMP_SEQ_130]この条例は、公布の日から施行する。
[bookmark: JUMP_FUSOKU_CODE_33990101000200000000][bookmark: JUMP_SEQ_131][bookmark: MOKUJI_68]附　則（昭和三十九年三月十四日条例第二号）
次へ





